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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一の偏光子、
　表示面に平行な電界により液晶性物質の配向方位が変化する液晶セル、及び
　第二の偏光子
　を、光源側からこの順に備え、
　前記第一の偏光子の吸収軸及び前記第二の偏光子の吸収軸が互いに直交方向に配置され
、
　前記第一の偏光子の吸収軸と前記液晶セルの前記液晶性物質の分子の配向軸が平行に配
置される液晶表示装置であって、
　前記液晶セルと第一の偏光子との間に、１層のみの第一の基材層を有し、
　前記液晶セルと第二の偏光子との間に、１層のみの第二の基材層を有し、
　前記第一の基材層の光軸の面内方向が、前記第一の偏光子の吸収軸と平行であり、
　前記第一の基材層のＮＺ係数及び前記第二の基材層のＮＺ係数が、いずれも１．０～１
．５の範囲内であり、
　前記第二の偏光子および前記第二の基材層が、第二の親水性重合体層及び第二の延伸前
フィルムを含む第二の延伸前積層体を延伸して第二の延伸積層体とすることを含む工程に
より得られた第二の共延伸偏光板である
　液晶表示装置。
【請求項２】
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　前記第二の基材層の光軸の面内方向が、前記第二の偏光子の吸収軸と平行である、請求
項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記第一の基材層および前記第二の基材層のうち一方又は両方が、正の固有複屈折値を
持つ材料からなる、請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　前記第一の基材層のＮＺ係数及び前記第二の基材層のＮＺ係数が、いずれも１．０～１
．２の範囲内である、請求項１～３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記第一の偏光子および前記第一の基材層が、第一の親水性重合体層及び第一の延伸前
フィルムを含む第一の延伸前積層体を延伸して第一の延伸積層体とすることを含む工程に
より得られた第一の共延伸偏光板である、請求項１～４のいずれか１項に記載の液晶表示
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置の方式としては、各種のものが知られている。その中でも、所謂ＩＰＳ（
インプレーンスイッチング）方式等の、液晶セル中の液晶性物質の配向方位が表示面に平
行な電界により変化する方式の液晶表示装置は、広い視野角を有しうる等の有利な特徴を
有する。ＩＰＳ方式を含む各種の方式の液晶表示装置においては、通常、液晶セルの光源
側及び視認側の両方に、偏光子が配置される。さらに、液晶セルと偏光子との間に、各種
の光学的機能を有する層を配置することが知られている（例えば特許文献１及び２）。
【０００３】
　偏光子は、多くの場合、ヨウ素含浸ポリビニルアルコールを延伸して得られた層である
。そのような層は、通常、独立して取り扱うことが可能な強度を有しない。そのため、か
かる偏光子の両面に保護フィルムを貼合して形成された偏光板を、液晶表示装置の組み立
てに供することが、一般的に行われている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－１３３４０８号公報（対応公報：米国特許第６１１５０９５
号明細書）
【特許文献２】特表２００６－５２４３４７号公報（対応公報：米国特許出願公開第２０
０５／１４０９００号明細書）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　かかる保護フィルムとしては、安価な汎用のＴＡＣ（トリアセチルセルロース）フィル
ムが多く用いられている。しかしながら、そのようなＴＡＣフィルムは、多くの場合厚み
方向の位相差を有する。したがって、そのようなＴＡＣフィルムが偏光子の内側（即ち一
対の偏光子の間）に位置すると、表示面を斜め方向から見た場合の色づきの原因となる。
このような色づきは、液晶表示装置を黒表示した際に、その表示品質が低下するという点
で問題となる。
【０００６】
　そのような色づきを回避する方法としては、光源側及び視認側の両方において、偏光子
の内側の保護フィルムとして、位相差が非常に少ない、所謂ゼロ位相差フィルムを採用す
ることが考えられる。しかしながら、ゼロ位相差フィルムは、位相差の発現を低減させる
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材料及び生産工程を選択しなければならず、そのため安価で効率的な製造が困難である。
【０００７】
　色づきを回避する他の方法としては、光源側においては偏光子の内側の保護フィルムと
してゼロ位相差フィルムを採用し、一方視認側では、偏光子の内側の保護フィルムとして
ポジティブＢ層（屈折率ｎｘ、ｎｙ及びｎｚがｎｚ＞ｎｘ＞ｎｙを満たす層）を用い、さ
らに当該ポジティブＢ層と組み合わせてネガティブＢ層（屈折率ｎｘ、ｎｙ及びｎｚがｎ
ｘ＞ｎｙ＞ｎｚを満たす層）を併せて配置し、これらにより光学補償を行うことが知られ
ている。しかし、このような構成を採用すると、それぞれの層を形成し光軸を位置決めし
て貼合する必要が生じるので、やはり液晶表示装置の安価で効率的な製造が困難となる。
【０００８】
　従って、本発明の目的は、装置の表示品質が良好であり、且つ、安価で効率的な製造が
可能である液晶表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は前記課題を解決するべく検討を行った。その結果、意外にも、液晶セル中の
液晶性物質の配向方位が表示面に平行な電界により変化する方式の液晶表示装置において
、光源側の内側の保護フィルムとして、光源側の偏光子の吸収軸と平行な方向に光軸の面
内方向を有する基材層を配置することにより、表示面を斜め方向から見た場合の色づきを
、ゼロ位相差フィルムを採用した場合と略同等に低減させることができ、それにより、装
置の表示品質が良好でありながら、安価で効率的な製造が可能である液晶表示装置を構成
しうることを見出し、本発明を完成した。
【００１０】
　即ち、本発明によれば、下記〔１〕～〔９〕が提供される。
〔１〕　第一の偏光子、
　表示面に平行な電界により液晶性物質の配向方位が変化する液晶セル、及び
　第二の偏光子
　を、光源側からこの順に備え、
　前記第一の偏光子の吸収軸及び前記第二の偏光子の吸収軸が互いに直交方向に配置され
、
　前記第一の偏光子の吸収軸と前記液晶セルの前記液晶性物質の分子の配向軸が平行に配
置される液晶表示装置であって、
　前記液晶セルと第一の偏光子との間に第一の基材層を有し、
　前記液晶セルと第二の偏光子との間に、基材層を有さないか、又は１層のみの第二の基
材層を有し、
　前記第一の基材層の光軸の面内方向が、前記第一の偏光子の吸収軸と平行である
　液晶表示装置。
〔２〕　前記液晶セルと前記第二の偏光子との間に１層の前記第二の基材層を有し、
　前記第二の基材層の光軸の面内方向が、前記第二の偏光子の吸収軸と平行である、〔１
〕に記載の液晶表示装置。
〔３〕　前記液晶セルと前記第二の偏光子との間に１層の前記第二の基材層を有し、
　前記第二の基材層が、位相差を有しない層である、〔１〕に記載の液晶表示装置。
〔４〕　前記液晶セルと前記第二の偏光子との間に１層の前記第二の基材層を有し、
　前記第一の基材層および前記第二の基材層のうち一方又は両方が、正の固有複屈折値を
持つ材料からなる、〔１〕又は〔２〕に記載の液晶表示装置。
〔５〕　前記液晶セルと前記第二の偏光子との間に１層の前記第二の基材層を有し、
　前記第一の基材層のＮＺ係数及び前記第二の基材層のＮＺ係数が、いずれも０．９～１
．５の範囲内である、〔１〕、〔２〕及び〔４〕のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
〔６〕　前記液晶セルと前記第二の偏光子との間に１層の前記第二の基材層を有し、
　前記第一の基材層および前記第二の基材層のうち一方又は両方が、負の固有複屈折値を
持つ材料からなる、〔１〕又は〔２〕に記載の液晶表示装置。
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〔７〕　前記液晶セルと前記第二の偏光子との間に１層の前記第二の基材層を有し、
　前記第一の基材層のＮＺ係数及び前記第二の基材層のＮＺ係数が、いずれも－０．５～
０．１の範囲内である、〔１〕、〔２〕及び〔６〕のいずれか１項に記載の液晶表示装置
。
〔８〕　前記第一の偏光子および前記第一の基材層が、第一の親水性重合体層及び第一の
延伸前フィルムを含む第一の延伸前積層体を延伸して第一の延伸積層体とすることを含む
工程により得られた第一の共延伸偏光板である、〔１〕～〔７〕のいずれか１項に記載の
液晶表示装置。
〔９〕　前記第一の偏光子および前記第一の基材層が、第一の親水性重合体層及び第一の
延伸前フィルムを含む第一の延伸前積層体を延伸して第一の延伸積層体とすることを含む
工程により得られた第一の共延伸偏光板であり、前記第二の偏光子および前記第二の基材
層が、第二の親水性重合体層及び第二の延伸前フィルムを含む第二の延伸前積層体を延伸
して第二の延伸積層体とすることを含む工程により得られた第二の共延伸偏光板である、
〔１〕～〔７〕のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の液晶表示装置は、表示品質が良好であり、且つ、安価で効率的な製造が可能な
液晶表示装置とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明の液晶表示装置の一例を模式的に示す分解斜視図である。
【図２】図２は、本発明の液晶表示装置の別の一例を模式的に示す分解斜視図である。
【図３】図３は、本発明の液晶表示装置のさらに別の一例を模式的に示す分解斜視図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明について実施形態及び例示物を示して詳細に説明する。ただし、本発明は
以下に示す実施形態及び例示物に限定されるものではなく、本発明の請求の範囲及びその
均等の範囲を逸脱しない範囲において任意に変更して実施しうる。
【００１４】
　以下の説明において、「長尺」のフィルムとは、幅に対して、少なくとも５倍以上の長
さを有するフィルムをいい、好ましくは１０倍若しくはそれ以上の長さを有し、具体的に
はロール状に巻き取られて保管又は運搬される程度の長さを有するフィルムをいう。フィ
ルムの幅に対する長さの割合の上限は、特に限定されないが、例えば１００，０００倍以
下としうる。
【００１５】
　以下の説明において、フィルムの面内位相差Ｒｅは、別に断らない限り、Ｒｅ＝（ｎｘ
－ｎｙ）×ｄで表される値である。また、フィルムの厚み方向の位相差Ｒｔｈは、別に断
らない限り、Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄで表される値である。さらに、
フィルムのＮＺ係数は、別に断らない限り、（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）で表される
値である。ここで、ｎｘは、フィルムの厚み方向に垂直な方向（面内方向）であって最大
の屈折率を与える方向の屈折率を表す。ｎｙは、前記面内方向であってｎｘの方向に直交
する方向の屈折率を表す。ｎｚは厚み方向の屈折率を表す。ｄは、フィルムの厚みを表す
。測定波長は、別に断らない限り、５９０ｎｍである。
【００１６】
　以下の説明において、ある材料の固有複屈折値が正であるとは、別に断らない限り、当
該材料を延伸したときに、延伸方向の屈折率がそれに直交する方向の屈折率よりも大きく
なることを意味する。また、ある材料の固有複屈折値が負であるとは、別に断らない限り
、当該材料を延伸したとき、延伸方向の屈折率がそれに直交する方向の屈折率よりも小さ
くなることを意味する。固有複屈折の値は誘電率分布から計算することができる。
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【００１７】
　以下の説明において、あるフィルムの正面方向とは、別に断らない限り、当該フィルム
の主面の法線方向を意味し、具体的には前記主面の極角０°且つ方位角０°の方向を指す
。
【００１８】
　以下の説明において、要素の方向が「平行」、「垂直」及び「直交」とは、別に断らな
い限り、本発明の効果を損ねない範囲内、例えば±５°の範囲内での誤差を含んでいても
よい。
【００１９】
　〔１．液晶表示装置：概要〕
　本発明の液晶表示装置は、第一の偏光子、表示面に平行な電界により液晶性物質の配向
方位が変化する液晶セル、及び第二の偏光子を、光源側からこの順に備える。このような
装置において、液晶セルを構成する液晶性物質は、通常棒状の分子構造を有し、その配向
軸は表示面に平行な方向となる。このような液晶セルの例としては、具体的には、ＩＰＳ
（インプレーンスイッチング）方式の液晶セルが挙げられる。ＩＰＳ方式の液晶セルでは
、表示面に平行な方向に配向した棒状の液晶性物質が、かかる平行な状態を維持したまま
向きを変えることにより、セルを透過する光の量を制御する。本願においては、別に断ら
ない限り、液晶性物質の分子の配向軸は、黒表示時の配向方向をいう。
【００２０】
　本発明の液晶表示装置においては、第一の偏光子の吸収軸及び第二の偏光子の吸収軸は
、互いに直交方向に配置され、第一の偏光子の吸収軸と液晶セルの液晶性物質の分子の配
向軸が平行に配置される。液晶セルを中心として、第一の偏光子側の方向を光源側、第二
の偏光子側の方向を視認側ということがある。第一の偏光子及び第二の偏光子としては、
通常の液晶表示装置で用いられる既知の直線偏光子を用いうる。直線偏光子を構成する材
料の詳細は後述する。
【００２１】
　〔２．基材層〕
　本発明の液晶表示装置は、液晶セルと第一の偏光子との間に第一の基材層を有する。本
発明の液晶表示装置において、第一の基材層は、位相差を有し、その光軸の面内方向が、
第一の偏光子の吸収軸と平行である。ここで光軸とは、光学異方性材料において、光を入
射しても光が分かれない方向のことである。
【００２２】
　本発明の液晶表示装置はまた、液晶セルと第二の偏光子との間に、基材層を有さないか
、又は１層のみの第二の基材層を有する。基材層により第二の偏光子を保護し第二の偏光
子の耐久性を向上させる観点からは、１層のみの第二の基材層を有することが好ましい。
第二の基材層を有する場合、かかる第二の基材層は、下記（１）～（３）の実施形態をと
りうる。
　（１）第二の基材層が、位相差を有する層であり、第二の基材層の光軸の面内方向が、
第二の偏光子の吸収軸と平行である。
　（２）第二の基材層が、位相差を有する層であり、第二の基材層の光軸の面内方向が、
第二の偏光子の吸収軸と垂直である。
　（３）第二の基材層が、位相差を有しない層である。
【００２３】
　本発明の液晶表示装置では、液晶セルと第二の偏光子との間に、基材層を有さないか、
又は１層のみの第二の基材層を有する構成とすることにより、簡便な構成の装置としうる
。本発明の液晶表示装置ではさらに、第一の基材層が前記特定の構成を有することにより
、そのような簡便な構成でありながら、表示面を斜め方向から見た場合の色づきを低減す
ることができる。
【００２４】
　「液晶セルと第二の偏光子との間に、１層のみの第二の基材層を有する」場合は、液晶
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セルと第二の偏光子との間に、第二の基材層に加えて、自立性も位相差も有しない任意の
層が存在する場合をも包含しうる。例えば、液晶セルと第二の基材層との間、第二の基材
層と偏光子との間、又はこれらの両方において、これらを接着する層が設けられていても
よい。そのような接着層の１層あたりの厚みは、好ましくは２５μｍ以下、より好ましく
は１０μｍ以下としうる。厚みの下限は特に限定されないが、例えば０μｍ超としうる。
接着層を形成する接着剤は、狭義の接着剤（液体の状態で調製され、貼合の工程に際して
固体となるもの）を包含し、且つ、粘着剤（液体と固体の両方の性質を有し、貼合の工程
前及び貼合の工程後において濡れた状態を安定して保っているもの）をも包含する。この
ような層の例としては、日東電工社製の粘着剤「ＣＳ９６２１Ｔ」などがあげられる。
【００２５】
　第一の基材層及び第二の基材層は、光学的機能を有するのに加え、偏光子を保護する保
護フィルムとしての機能も有しうる。具体的には、第一の基材層及び第二の基材層はいず
れも、偏光子の内側（即ち一対の偏光子の間）の保護フィルムとして機能しうる。偏光子
の外側には、保護フィルムが設けられていてもよく、設けられていなくてもよい。外側の
保護フィルムは、表示面を斜め方向から見た場合の色づきに関して影響を与えないので、
汎用のＴＡＣ（トリアセチルセルロース）フィルム等の任意の保護フィルムを用いうる。
【００２６】
　上に述べた実施形態（１）及び（２）においては、さらに好ましくは、第一の基材層お
よび第二の基材層は下記（Ａ）又は（Ｂ）のいずれかの要件を満たす。
　（Ａ）第一の基材層および第二の基材層のうち一方又は両方が、正の固有複屈折値を持
つ材料からなる。
　（Ｂ）第一の基材層および第二の基材層のうち一方又は両方が、負の固有複屈折値を持
つ材料からなる。
【００２７】
　第一の基材層及び第二の基材層のうち一方又は両方が正の固有複屈折値を持つ材料から
なる場合、かかる基材層のＮＺ係数は、好ましくは０．９～１．５の範囲内、より好まし
くは０．９５～１．２の範囲内である。一方第一の基材層及び第二の基材層のうち一方又
は両方が負の固有複屈折値を持つ材料からなる場合、かかる基材層のＮＺ係数は、好まし
くは－０．５～０．１の範囲内、より好ましくは－０．２～０．０５の範囲内である。
【００２８】
　第一の基材層及び第二の基材層のうち一方又は両方が正の固有複屈折値を持つ材料から
なる場合、かかる基材層のＲｅは、好ましくは０ｎｍ～２８０ｎｍ、より好ましくは０ｎ
ｍ～１４０ｎｍの範囲内である。一方第一の基材層及び第二の基材層のうち一方又は両方
が負の固有複屈折値を持つ材料からなる場合、かかる基材層のＲｅは、好ましくは０ｎｍ
～１４０ｎｍ、より好ましくは０ｎｍ～７０ｎｍの範囲内である。これらの数値を当該範
囲内とすることにより、表示面を斜め方向から見た場合の色づきを特に良好に低減するこ
とができる。
　基材層が、正の固有複屈折値を持つ材料からなる場合、光軸の面内方向は、面内方向の
遅相軸と一致し、基材層が、負の固有複屈折値を持つ材料からなる場合、光軸の面内方向
は、面内方向の進相軸と一致する。
【００２９】
　実施形態（３）においては、第二の基材層は、位相差を有しない層である。本願におい
て、ある層が「位相差を有しない」とは、そのＲｅ及びＲｔｈが０に近い所定の範囲内の
値であることをいう。即ち、Ｒｅは０～５ｎｍの範囲内であり、Ｒｔｈは－１０ｎｍ～１
０ｎｍの範囲内である場合をいう。このような、位相差を有しない基材層は、「ゼロ位相
差フィルム」とも呼ばれる。ゼロ位相差フィルムは、表示面を斜め方向から見た場合の色
づきを低減する上で有利である。一方、ゼロ位相差フィルムを製造するには、位相差の発
現を低減させる材料及び生産工程を選択しなければならず、そのため安価で効率的な製造
が困難である。本発明によれば、第一の基材層においてそのようなゼロ位相差フィルムを
用いずとも、表示面を斜め方向から見た場合の色づきを低減することができる。第二の基
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材層については、実施形態（３）の通りゼロ位相差フィルムを用い、それにより色づきの
低減をさらに良好に達成してもよいが、実施形態（１）（２）の通り位相差を有する層を
用いても、良好な本発明の効果を得ることができる。
【００３０】
　実施形態（３）においては、第一の基材層のＲｅは、好ましくは０ｎｍ～３ｎｍ、より
好ましくは０ｎｍ～１ｎｍの範囲内であり、第一の基材層のＲｔｈは、好ましくは０ｎｍ
～７ｎｍ、より好ましくは０ｎｍ～５ｎｍの範囲内である。これらの数値を当該範囲内と
することにより、表示面を斜め方向から見た場合の色づきを特に良好に低減することがで
きる。
【００３１】
　〔３．実施形態（１）～（３）〕
　上に述べた実施形態（１）～（３）について、図面を参照して順次説明する。
　図１は、本発明の液晶表示装置の一例を模式的に示す分解斜視図である。この例は、上
に述べた実施形態（１）に対応する。図１において、液晶表示装置１０は、水平に載置さ
れ、光源側が下を向き、視認側が上を向いた状態において、各構成要素を分解した状態で
示される。液晶表示装置１０は、第一の偏光子１１１、第一の基材層１２１、液晶セル１
３０、第二の基材層１２２、及び第二の偏光子１１２を、光源側からこの順に有する。
【００３２】
　液晶セル１３０においては、光源側の基板１３１、視認側の基板１３２及びその他の構
成要素（不図示）によりセルの空間が規定され、かかる空間内に液晶性物質１３３が充填
され、それによりＩＰＳ液晶セルが構成される。液晶セル１３０は、表示面に平行な電界
により液晶性物質の配向方位が変化するよう構成される。液晶セル１３０の液晶性物質１
３３は、棒状の分子構造を有し、その配向軸は当該分子の長軸方向として規定される。液
晶性物質１３３の配向軸は表示面に平行な方向となり、黒表示時には、矢印Ａ１３０で示
される方向となる。
【００３３】
　液晶表示装置１０では、第一の偏光子１１１の吸収軸Ａ１１１と、第二の偏光子１１２
の吸収軸Ａ１１２とは、互いに直交方向に配置される。液晶表示装置１０ではまた、第一
の偏光子１１１の吸収軸Ａ１１１と液晶セル１３０の液晶性物質１３３の分子の配向軸Ａ
１３０は平行に配置される。液晶表示装置１０ではさらに、第一の基材層１２１の光軸の
面内方向Ａ１２１が、第一の偏光子１１１の吸収軸Ａ１１１と平行であり、且つ第二の基
材層１２２の光軸の面内方向Ａ１２２が、第二の偏光子１１２の吸収軸Ａ１１２と平行で
ある。したがって、第一の基材層１２１の光軸の面内方向Ａ１２１と、第二の基材層１２
２の光軸の面内方向Ａ１２１とは、互いに直交方向に配置されている。
【００３４】
　液晶表示装置１０の操作においては、光源（不図示）からの光は、図の下側から第一の
偏光子１１１に入射する。かかる入射光のうちの直線偏光成分が、第一の偏光子１１１を
透過し、さらに第一の基材層１２１、液晶セル１３０、及び第二の基材層１２２を透過し
て、第二の偏光子１１２に到達する。黒表示時には、第二の偏光子１１２に到達した光は
、理想的にはその全てが第二の偏光子１１２を透過せず、それにより黒表示が達成される
。一方液晶セル１３０における電界の状態を変化させ、液晶性物質の分子の配向軸を、Ａ
１３０で示される方向から変化させると、液晶セル１３０を透過する光の偏光状態が変化
し、それにより、第二の偏光子１１２に到達した光の一部又は全部を透過させることがで
き、それにより黒以外の表示が達成される。
【００３５】
　液晶表示装置１０の黒表示時においては、第一の偏光子１１１の吸収軸Ａ１１１、第一
の基材層１２１の光軸の面内方向Ａ１２１、及び液晶セル１３０の液晶性物質１３３の分
子の配向軸Ａ１３０が平行に配置されている。このため、第一の偏光子１１１から出射し
た偏光は、表示面に垂直な方向に透過する光も、表示面に対し斜め方向に透過する光も、
第二の基材層１２２及び液晶セル１３０においては大きく偏光状態を乱されずに透過する
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。しかしながら、第二の基材層１２２の光軸の面内方向Ａ１２２は、これらと垂直である
ため、特に斜め方向に透過する光において、偏光状態の乱れ（直線偏光の偏光方向の変化
、又は直線偏光から楕円偏光への変化等）が生じうる。このような偏光状態の乱れは、黒
表示面を斜め方向から見た場合の色づきの原因となることが予想される。しかしながら、
本発明者が見出したところによれば、このような場合においては、長波長側の光の偏光状
態が乱された後の偏光状態と第二の偏光子１１２の吸収軸Ａ１１２で吸収される偏光状態
の乖離と、短波長側の光の偏光状態が乱された後の偏光状態と第二の偏光子１１２の吸収
軸Ａ１１２で吸収される偏光状態の乖離がほぼ同程度となる。その結果、実際に観察され
る色づきは、上下の基材層としてゼロ位相差フィルムを用いた場合に比べてもあまり多く
無い程度に抑制することができる。
【００３６】
　さらに、液晶表示装置１０では、第一の基材層１２１の光軸の面内方向Ａ１２１が第一
の偏光子１１１の吸収軸Ａ１１１と平行である。したがって、これらの方向の関係が正確
に位置決めされたこれらの積層体は、共延伸等の簡便な方法で製造することができる。ま
た、第二の基材層１２２及び第二の偏光子１１２についても、同様にこれらの吸収軸及び
光軸の方向の関係が正確に位置決めされた積層体を簡便な方法で製造することができる。
加えて、液晶表示装置１０は、上述の通り表示面を斜め方向から見た場合の色づきも少な
いものとしうる。したがって、液晶表示装置１０は、表示品質が良好でありながら、且つ
、安価で効率的な製造が可能である液晶表示装置としうる。
【００３７】
　図２は、本発明の液晶表示装置の別の一例を模式的に示す分解斜視図である。この例は
、上に述べた実施形態（２）に対応する。図２において、液晶表示装置２０は、第二の基
材層１２２に代えて第二の基材層２２２を有する点で図１の液晶表示装置１０と異なり、
その他の点では共通している。第二の基材層２２２は、その光軸の面内方向Ａ２２２が、
第二の偏光子１１２の吸収軸Ａ１１２と垂直である点において、液晶表示装置１０の第二
の基材層１２２と異なる。
【００３８】
　液晶表示装置２０の黒表示時においては、第一の偏光子１１１の吸収軸Ａ１１１、第一
の基材層１２１の光軸の面内方向Ａ１２１、液晶セル１３０の液晶性物質１３３の分子の
配向軸Ａ１３０、及び第二の偏光子２２２の吸収軸Ａ２２２の全てが平行に配置されてい
る。この点において、液晶表示装置２０は、第一の偏光子１１１から出射した垂直方向及
び斜め方向に進む偏光を、偏光状態を乱さずに第二の偏光子１１２に到達させる上で有利
な構成を有している。しかしながら、通常のカラー表示の液晶セルでは、液晶セル内にカ
ラーフィルタが配置されており、これがネガティブＣ（当該層の屈折率ｎｘ、ｎｙ及びｎ
ｚが、ｎｘ＞ｎｚ及びｎｙ＞ｎｚを満たし、且つ、面内レターデーションＲｅが０ｎｍ≦
Ｒｅ≦５ｎｍといった小さい値である）といった光学異方性を有していることが多い。そ
のような液晶セル１３０に入射した直線偏光は、わずかに円偏光性を有する楕円偏光とし
て出射し、かかる円偏光性が第二の偏光子２２２において変化することにより、結果的に
若干直線偏光性が乱されることとなる。この直線偏光性の乱れは、第二の偏光子２２２の
位相差が大きいと、特に大きくなる。しかしながら、その乱れの程度は通常小さいので、
吸収軸Ａ１１１、光軸の面内方向Ａ１２１、配向軸Ａ１３０、及び吸収軸Ａ２２２の平行
配置の効果により、表示面を斜め方向から見た場合の色づきが少ないものとすることがで
きる。
【００３９】
　液晶表示装置２０では、第二の基材層２２２及び第二の偏光子１１２を共延伸により製
造することは困難であるものの、第一の基材層１２１及び第一の偏光子１１１は共延伸に
より容易に製造することができる。したがって、液晶表示装置２０は、その点において安
価で効率的な製造が可能でありながら、表示品質が良好な液晶表示装置としうる。
【００４０】
　図３は、本発明の液晶表示装置のさらに別の一例を模式的に示す分解斜視図である。こ
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の例は、上に述べた実施形態（３）に対応する。図３において、液晶表示装置３０は、第
二の基材層１２２に代えて、ゼロ位相差フィルムである第二の基材層３２２を有する点で
図１の液晶表示装置１０と異なり、その他の点では共通している。
【００４１】
　液晶表示装置３０は、第二の基材層３２２としてゼロ位相差フィルムを採用することに
より、第一の偏光子１１１から出射した垂直方向及び斜め方向に進む偏光を、偏光状態を
乱さずに第二の偏光子１１２に到達させる上で、図２の液晶表示装置３０よりさらに有利
な構成を有している。
【００４２】
　液晶表示装置３０では、第二の基材層３２２及び第二の偏光子１１２を共延伸により製
造することが困難であるのみならず、第二の基材層３２２の製造にあたり、位相差の発現
を低減させる材料及び生産工程を選択しなければならず、そのため安価で効率的な製造が
困難である。とはいえ、第一の基材層１２１及び第一の偏光子１１１は、共延伸により容
易に製造することができる。したがって、液晶表示装置３０は、表示品質が良好でありな
がら、且つ、例えば第一の基材層及び第二の基材層が両方ともゼロ位相差フィルムである
場合に比べて、安価で効率的な製造が可能である液晶表示装置としうる。
【００４３】
　〔４．基材層及び偏光子の材料及び製造方法〕
　本発明の液晶表示装置は、上に述べた、特定の基材層及び偏光子を含み、さらに任意に
偏光子の外側の保護フィルムを含む偏光板を調製し、これを、ＩＰＳ液晶セル等の、液晶
表示装置の他の部分を構成する既知の部品と組み合わせることにより製造しうる。従って
、以下においては、本発明の液晶表示装置を構成する基材層及び偏光子の材料及び製造方
法について説明する。
【００４４】
　基材層を構成する材料としては、既知の位相差フィルム及び偏光子保護フィルムの材料
から、所望のものを適宜選択しうる。所望の位相差、光透過性、及び強度等物性を得る観
点からは、位相差フィルムの材料として用いられる材料を、好ましく用いうる。
【００４５】
　基材層の材料として、正の固有複屈折値を持つ材料を用いる場合、かかる材料の例とし
ては、正の固有複屈折値を持つ重合体を含む樹脂が挙げられる。かかる重合体の例として
は、ポリエチレン、ポリプロピレン等のポリオレフィン；ポリエチレンテレフタレート、
ポリブチレンテレフタレート等のポリエステル；ポリフェニレンサルファイド等のポリア
リーレンサルファイド；ポリビニルアルコール；ポリカーボネート；ポリアリレート；セ
ルロースエステル重合体、ポリエーテルスルホン；ポリスルホン；ポリアリルサルホン；
ポリ塩化ビニル；ノルボルネン重合体等の環状オレフィン重合体；棒状液晶ポリマーなど
が挙げられる。これらの重合体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比
率で組み合わせて用いてもよい。また、重合体は、単独重合体でもよく、共重合体でもよ
い。これらの中でも、機械特性、耐熱性、透明性、低吸湿性、寸法安定性及び軽量性に優
れることからは環状オレフィン重合体が好ましい。
【００４６】
　環状オレフィン重合体は、その重合体の構造単位が脂環式構造を有する重合体である。
環状オレフィン重合体は、主鎖に脂環式構造を有する重合体、側鎖に脂環式構造を有する
重合体、主鎖及び側鎖に脂環式構造を有する重合体、並びに、これらの２以上の任意の比
率の混合物としうる。中でも、機械的強度及び耐熱性の観点から、主鎖に脂環式構造を有
する重合体が好ましい。
【００４７】
　脂環式構造の例としては、飽和脂環式炭化水素（シクロアルカン）構造、及び不飽和脂
環式炭化水素（シクロアルケン、シクロアルキン）構造が挙げられる。中でも、機械強度
及び耐熱性の観点から、シクロアルカン構造及びシクロアルケン構造が好ましく、中でも
シクロアルカン構造が特に好ましい。
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【００４８】
　脂環式構造を構成する炭素原子数は、一つの脂環式構造あたり、好ましくは４個以上、
より好ましくは５個以上であり、好ましくは３０個以下、より好ましくは２０個以下、特
に好ましくは１５個以下である。脂環式構造を構成する炭素原子数がこの範囲であると、
基材層の機械強度、耐熱性及び成形性が高度にバランスされる。
【００４９】
　環状オレフィン重合体において、脂環式構造を有する構造単位の割合は、好ましくは５
５重量％以上、さらに好ましくは７０重量％以上、特に好ましくは９０重量％以上である
。環状オレフィン重合体における脂環式構造を有する構造単位の割合がこの範囲にあると
、基材層の透明性及び耐熱性が良好となる。
【００５０】
　環状オレフィン重合体の中でも、シクロオレフィン重合体が好ましい。シクロオレフィ
ン重合体とは、シクロオレフィン単量体を重合して得られる構造を有する重合体である。
また、シクロオレフィン単量体は、炭素原子で形成される環構造を有し、かつ該環構造中
に重合性の炭素－炭素二重結合を有する化合物である。重合性の炭素－炭素二重結合の例
としては、開環重合等の重合が可能な炭素－炭素二重結合が挙げられる。また、シクロオ
レフィン単量体の環構造の例としては、単環、多環、縮合多環、橋かけ環及びこれらを組
み合わせた多環等が挙げられる。中でも、得られる重合体の特性を高度にバランスさせる
観点から、多環のシクロオレフィン単量体が好ましい。
【００５１】
　上記のシクロオレフィン重合体の中でも好ましいものとしては、ノルボルネン系重合体
、単環の環状オレフィン系重合体、環状共役ジエン系重合体、及び、これらの水素化物等
が挙げられる。これらの中でも、ノルボルネン系重合体は、成形性が良好なため、特に好
適である。
【００５２】
　ノルボルネン系重合体の例としては、ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体及
びその水素化物；ノルボルネン構造を有する単量体の付加重合体及びその水素化物が挙げ
られる。また、ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体の例としては、ノルボルネ
ン構造を有する１種類の単量体の開環単独重合体、ノルボルネン構造を有する２種類以上
の単量体の開環共重合体、並びに、ノルボルネン構造を有する単量体及びこれと共重合し
うる他の単量体との開環共重合体が挙げられる。さらに、ノルボルネン構造を有する単量
体の付加重合体の例としては、ノルボルネン構造を有する１種類の単量体の付加単独重合
体、ノルボルネン構造を有する２種類以上の単量体の付加共重合体、並びに、ノルボルネ
ン構造を有する単量体及びこれと共重合しうる他の単量体との付加共重合体が挙げられる
。これらの中で、ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体の水素化物は、成形性、
耐熱性、低吸湿性、寸法安定性、軽量性などの観点から、特に好適である。
【００５３】
　ノルボルネン構造を有する単量体の例としては、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－
エン（慣用名：ノルボルネン）、トリシクロ［４．３．０．１２，５］デカ－３，７－ジ
エン（慣用名：ジシクロペンタジエン）、７，８－ベンゾトリシクロ［４．３．０．１２

，５］デカ－３－エン（慣用名：メタノテトラヒドロフルオレン）、テトラシクロ［４．
４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ－３－エン（慣用名：テトラシクロドデセン）、
およびこれらの化合物の誘導体（例えば、環に置換基を有するもの）を挙げることができ
る。ここで、置換基の例としては、アルキル基、アルキレン基、及び極性基を挙げること
ができる。また、これらの置換基は、同一または相異なって、複数個が環に結合していて
もよい。ノルボルネン構造を有する単量体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上
を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００５４】
　極性基の例としては、ヘテロ原子、及びヘテロ原子を有する原子団が挙げられる。ヘテ
ロ原子の例としては、酸素原子、窒素原子、硫黄原子、ケイ素原子、及びハロゲン原子が
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挙げられる。極性基の具体例としては、カルボキシル基、カルボニルオキシカルボニル基
、エポキシ基、ヒドロキシル基、オキシ基、エステル基、シラノール基、シリル基、アミ
ノ基、アミド基、イミド基、ニトリル基、及びスルホン酸基が挙げられる。
【００５５】
　ノルボルネン構造を有する単量体と開環共重合可能な単量体の例としては、シクロヘキ
セン、シクロヘプテン、シクロオクテンなどのモノ環状オレフィン類およびその誘導体；
シクロヘキサジエン、シクロヘプタジエンなどの環状共役ジエンおよびその誘導体が挙げ
られる。ノルボルネン構造を有する単量体と開環共重合可能な単量体は、１種類を単独で
用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００５６】
　ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体は、例えば、単量体を開環重合触媒の存
在下に重合又は共重合することにより製造しうる。
【００５７】
　ノルボルネン構造を有する単量体と付加共重合可能な単量体の例としては、エチレン、
プロピレン、１－ブテンなどの炭素原子数２～２０のα－オレフィンおよびこれらの誘導
体；シクロブテン、シクロペンテン、シクロヘキセンなどのシクロオレフィンおよびこれ
らの誘導体；並びに１，４－ヘキサジエン、４－メチル－１，４－ヘキサジエン、５－メ
チル－１，４－ヘキサジエンなどの非共役ジエンが挙げられる。これらの中でも、α－オ
レフィンが好ましく、エチレンがより好ましい。また、ノルボルネン構造を有する単量体
と付加共重合可能な単量体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で
組み合わせて用いてもよい。
【００５８】
　ノルボルネン構造を有する単量体の付加重合体は、例えば、単量体を付加重合触媒の存
在下に重合又は共重合することにより製造しうる。
【００５９】
　上述した開環重合体及び付加重合体の水素添加物は、例えば、これらの開環重合体及び
付加重合体の溶液において、ニッケル、パラジウム等の遷移金属を含む水素添加触媒の存
在下で、炭素－炭素不飽和結合を、好ましくは９０％以上水素添加することによって製造
しうる。
【００６０】
　ノルボルネン系重合体の中でも、構造単位として、Ｘ：ビシクロ［３．３．０］オクタ
ン－２，４－ジイル－エチレン構造と、Ｙ：トリシクロ［４．３．０．１２，５］デカン
－７，９－ジイル－エチレン構造とを有し、これらの構造単位の量が、ノルボルネン系重
合体の構造単位全体に対して９０重量％以上であり、かつ、Ｘの割合とＹの割合との比が
、Ｘ：Ｙの重量比で１００：０～４０：６０であるものが好ましい。このような重合体を
用いることにより、当該ノルボルネン系重合体を含む基材層を、長期的に寸法変化がなく
、光学特性の安定性に優れるものにできる。
【００６１】
　単環の環状オレフィン系重合体の例としては、シクロヘキセン、シクロヘプテン、シク
ロオクテン等の単環を有する環状オレフィン系モノマーの付加重合体を挙げることができ
る。
【００６２】
　環状共役ジエン系重合体の例としては、１，３－ブタジエン、イソプレン、クロロプレ
ン等の共役ジエン系モノマーの付加重合体を環化反応して得られる重合体；シクロペンタ
ジエン、シクロヘキサジエン等の環状共役ジエン系モノマーの１，２－または１，４－付
加重合体；およびこれらの水素化物を挙げることができる。
【００６３】
　基材層の材料として、負の固有複屈折値を持つ材料を用いる場合、かかる材料の例とし
ては、負の固有複屈折値を持つ重合体を含む樹脂が挙げられる。かかる重合体の例として
は、スチレン系重合体、ポリアクリロニトリル重合体、ポリメチルメタクリレート重合体
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、及びこれらの多元共重合ポリマーが挙げられる。スチレン系重合体は、スチレン単位構
造を繰り返し単位の一部又は全部として有する重合体であり、例えば、ポリスチレン；ス
チレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－クロロス
チレン、ｐ－ニトロスチレン、ｐ－アミノスチレン、ｐ－カルボキシスチレン、ｐ－フェ
ニルスチレン等のスチレン系単量体と、エチレン、プロピレン、ブタジエン、イソプレン
、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、α－クロロアクリロニトリル、Ｎ－フェニル
マレイミド、アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸
エチル、アクリル酸、メタクリル酸、無水マレイン酸、酢酸ビニル等のその他の単量体と
の共重合体などが挙げられる。これらの中でも位相差発現性が高いという観点からスチレ
ン系重合体が好ましく、中でもポリスチレン、スチレンとＮ－フェニルマレイミドとの共
重合体又はスチレンと無水マレイン酸との共重合体が特に好ましい。
　これらの重合体は１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせ
て用いてもよい。
【００６４】
　基材層の材料を構成する重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は、好ましくは１０，０００
以上、より好ましくは１５，０００以上、特に好ましくは２０，０００以上であり、好ま
しくは１００，０００以下、より好ましくは８０，０００以下、特に好ましくは５０，０
００以下である。重量平均分子量がこのような範囲にあるときに、基材層の機械的強度お
よび成型加工性が高度にバランスされ好適である。ここで、前記の重量平均分子量は、溶
媒としてシクロヘキサンを用いて（但し、試料がシクロヘキサンに溶解しない場合にはト
ルエンを用いてもよい）ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィーで測定したポリイ
ソプレンまたはポリスチレン換算の重量平均分子量である。
【００６５】
　基材層の材料を構成する重合体の分子量分布（重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量
（Ｍｎ））は、好ましくは１．２以上、より好ましくは１．５以上、特に好ましくは１．
８以上であり、好ましくは３．５以下、より好ましくは３．０以下、特に好ましくは２．
７以下である。分子量分布を前記範囲の下限値以上にすることにより、重合体の生産性を
高め、製造コストを抑制できる。また、上限値以下にすることにより、低分子成分の量が
小さくなるので、高温曝露時の緩和を抑制して、基材層の安定性を高めることができる。
【００６６】
　基材層の材料を構成する重合体の割合は、好ましくは５０重量％～１００重量％、より
好ましくは７０重量％～１００重量％、特に好ましくは９０重量％～１００重量％である
。重合体の割合を前記範囲にすることにより、基材層が十分な耐熱性及び透明性を得られ
る。
【００６７】
　基材層の材料を構成する樹脂は、前記の重合体に加えて、配合剤を含みうる。配合剤の
例を挙げると、顔料、染料等の着色剤；可塑剤；蛍光増白剤；分散剤；熱安定剤；光安定
剤；紫外線吸収剤；帯電防止剤；酸化防止剤；微粒子；界面活性剤等が挙げられる。これ
らの成分は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用い
てもよい。
【００６８】
　基材層の材料を構成する樹脂のガラス転移温度Ｔｇは、好ましくは１００℃以上、より
好ましくは１１０℃以上、特に好ましくは１２０℃以上であり、好ましくは１９０℃以下
、より好ましくは１８０℃以下、特に好ましくは１７０℃以下である。基材層を構成する
樹脂のガラス転移温度を前記範囲の下限値以上にすることにより、高温環境下における基
材層の耐久性を高めることができる。また、上限値以下にすることにより、延伸処理を容
易に行える。
【００６９】
　上記の材料からなる延伸前のフィルムを延伸することにより、所望の位相差を有する基
材層を得ることができる。延伸方法は、延伸により発現させたい光学特性に応じて適切な
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ものを任意に採用しうる。例えば、ロール間の周速の差を利用して長手方向に一軸延伸す
る方法（縦一軸延伸）；テンター延伸機を用いて幅方向に一軸延伸する方法（横一軸延伸
）；フィルムを斜め方向に延伸する方法（斜め延伸）；等の方法での延伸を、１回以上行
い、一軸又は二軸の延伸を行うことができる。
【００７０】
　液晶表示装置に基材層を設ける場合、その厚みは、所望の物理的特性及び光学的特性が
得られる範囲に適宜調整しうる。例えば、基材層の厚みは、好ましくは０μｍ超４０μｍ
以下、より好ましくは０μｍ超３０μｍ以下としうる。
【００７１】
　偏光子としては、例えば、ポリビニルアルコール、部分ホルマール化ポリビニルアルコ
ール等の適切な親水性重合体のフィルムに、ヨウ素及び二色性染料等の二色性物質による
染色処理及び延伸処理を施し、さらに必要に応じ、架橋処理等の適切な処理を適切な順序
及び方式で施したものを用いうる。このような製造方法では、通常、延伸処理における延
伸方向に吸収軸が発現しうる。偏光子層の厚さは、５μｍ～８０μｍが一般的であるが、
これに限定されない。
【００７２】
　基材層及び偏光子は、これらが貼合した積層体として、液晶表示装置の製造に供しうる
。それにより、基材層が、偏光子の内側の保護フィルムとしても機能し、積層体全体を偏
光板として用いうる。
【００７３】
　基材層の製造及び偏光子の製造は、別々に行い、その後これらを貼合して偏光板として
もよい。しかしながら、基材層の製造及び偏光子の製造は、いずれも延伸の工程を含みう
るので、これらを共延伸により製造し、これらが積層した偏光板を得てもよい。即ち、親
水性重合体層及び延伸前フィルムを含む延伸前積層体を延伸して、延伸積層体し、さらに
、延伸の前又は後に、親水性重合体の染色処理を行い、それにより基材層及び偏光子が積
層した構造を有し、これらの光軸及び吸収軸が揃った偏光板を、容易に製造することがで
きる。このような偏光板は、本発明の液晶表示装置において、第一の偏光子及び第一の基
材層として用いうる。また、前記実施形態（１）においては、第二の偏光子及び第二の基
材層としても用いうる。
【実施例】
【００７４】
　以下、実施例を示して本発明について具体的に説明する。ただし、本発明は以下に示す
実施例に限定されるものではなく、本発明の請求の範囲及びその均等の範囲を逸脱しない
範囲において任意に変更して実施しうる。
　以下の説明において、量を表す「％」及び「部」は、別に断らない限り、重量基準であ
る。また、以下に説明する操作は、別に断らない限り、常温及び常圧の条件において行っ
た。
【００７５】
　［評価方法］
　（位相差及びＮＺ係数の測定方法）
　位相差計（王子計測社製「ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ」）を用いて、フィルムの幅方向に
５０ｍｍ間隔の複数の地点で、面内位相差及び厚み方向の位相差を測定した。これらの地
点での測定値の平均値を計算し、この平均値を、当該フィルムの面内位相差及び厚み方向
の位相差とした。この際、測定は、波長５９０ｎｍで行った。また、得られた面内位相差
及び厚み方向の位相差からＮＺ係数を算出した。
【００７６】
　（液晶表示装置の目視による評価方法）
　実施例及び比較例で得られた液晶表示装置を外光の入らない暗室内に置き、表示画面を
黒表示とし、目視により観察した。観察は、極角６０°の傾斜方位から方位角０°～３６
０°の全方位にて行い、方位角による色味の変化の量を評価した。
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　２０人の観察者のそれぞれが、全ての実施例及び比較例の液晶表示装置を観察した。観
察者のそれぞれが、全ての実施例及び比較例の結果を順位づけし、その順位に相当する点
数（１位１０点、２位９点、・・・最下位１点）を与えた。各実施例および比較例につい
ての、全員の採点の合計点を求め、各実施例及び比較例それぞれの点数とした。実施例及
び比較例に与えられた点数のうち最高の点と最低の点との差を求め、当該差を、均等な５
つのレンジに分割し、上位から順にレンジＡ～Ｅとした。それぞれの実施例及び比較例の
点数について、どのレンジに属するかを評価した。
【００７７】
　（シミュレーションによる反射率の計算方法）
　シミュレーション用のソフトウェアとしてシンテック社製「ＬＣＤ　Ｍａｓｔｅｒ」を
用いて、各実施例及び比較例で製造された偏光板を含み、図１～図３のいずれかに概略的
に示す構成を有する液晶表示装置をモデル化し、シミュレーションによる彩度Ｃ＊の評価
を行った。
　シミュレーション用のモデルとして、液晶化合物が基板面に対して並行に配向した液晶
セル、位相差を有するカラーフィルタ、及びそれらの外側の一対の偏光板からなる構造を
設定した。かかる構造において、偏光子の吸収軸の向き、並びに基材層の厚み、Ｒｅ、Ｒ
ｔｈ、ＮＺ係数、及び遅相軸の向きは、各実施例及び比較例の通りに設定した。また、液
晶セル及びカラーフィルタについての設定は、実施例及び比較例で用いた、ＩＰＳパネル
を有する市販の液晶表示装置（Ａｐｐｌｅ社製　ｉＰａｄ（登録商標）２）からの実測値
とした。さらに、液晶セルに関する設定は、電圧無印加時に黒表示となるモード、即ちノ
ーマリーブラックモードを想定し、黒状態とした。
　このモデルにおいて、第一の偏光板にＬＥＤ光源を照射したとき、第二の偏光板へ透過
する透過光のスペクトルを計算した。ＬＥＤ光源についての設定は、前記液晶表示装置の
ＬＥＤ光源の実測値とした。透過光のスペクトルの計算は、極角６０°において、方位角
０°～３６０°の範囲で方位角方向に５°ごとの方向において行った。計算により得られ
た透過光スペクトルから算出された彩度Ｃ＊の平均を算出し、この平均値を極角６０°で
の彩度として採用した。
【００７８】
　〔実施例１〕
　（１－１．偏光子の製造）
　ヨウ素で染色した、ポリビニルアルコール樹脂製の長尺の延伸前フィルムを用意した。
この延伸前フィルムを、当該延伸前フィルムの幅方向に対して９０°の角度をなす長手方
向に延伸して、長尺の偏光子のフィルムを得た。この偏光子は、当該偏光子の長手方向に
吸収軸を有し、当該偏光子の幅方向に透過軸を有していた。
【００７９】
　（１－２．基材層（第一及び第二）の製造）
　窒素で置換した反応器に、トリシクロ［４．３．０．１２，５］デカ－３－エン（以下
、「ＤＣＰ」という）とテトラシクロ［４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ－３
－エン（以下、「ＴＣＤ」という）とテトラシクロ［９．２．１．０２，１０．０３，８

］テトラデカ－３，５，７，１２－テトラエン（以下、「ＭＴＦ」という）の混合物（Ｄ
ＣＰ／ＴＣＤ／ＭＴＦ＝５５／４０／５重量比）７部（重合に使用するモノマー全量に対
して重量１％）、並びに、シクロヘキサン１６００部を加えた。さらに、反応器に、トリ
－ｉ－ブチルアルミニウム０．５５部、イソブチルアルコール０．２１部、反応調整剤と
してジイソプロピルエーテル０．８４部、及び、分子量調節剤として１－ヘキセン３．２
４部を添加した。ここに、シクロヘキサンに溶解させた０．６５％の六塩化タングステン
溶液２４．１部を添加して、５５℃で１０分間攪拌した。次いで、反応系を５５℃に保持
しながら、ＤＣＰとＴＣＤとＭＴＦの混合物（ＤＣＰ／ＴＣＤ／ＭＴＦ＝５５／４０／５
重量比）を６９３部と、シクロヘキサンに溶解させた０．６５％の六塩化タングステン溶
液４８．９部とを、それぞれ系内に１５０分かけて連続的に滴下した。その後、３０分間
反応を継続し、重合を終了した。これにより、シクロヘキサン中に開環重合体を含む開環



(15) JP 6809465 B2 2021.1.6

10

20

30

40

50

重合反応液を得た。重合終了後、ガスクロマトグラフィーにより測定したモノマーの重合
転化率は重合終了時で１００％であった。
【００８０】
　得られた開環重合反応液を耐圧性の水素化反応器に移送し、ケイソウ土担持ニッケル触
媒（日揮化学社製、製品名「Ｔ８４００ＲＬ」、ニッケル担持率５７％）１．４部及びシ
クロヘキサン１６７部を加え、１８０℃、水素圧４．６ＭＰａで６時間反応させた。この
水素添加反応により、開環重合体の水素添加物を含む反応溶液を得た。この反応溶液を、
ラジオライト＃５００を濾過床として、圧力０．２５ＭＰａで加圧濾過（石川島播磨重工
社製、製品名「フンダフィルター」）して水素化触媒を除去し、無色透明な溶液を得た。
　次いで、前記水素添加物１００部あたり０．５部の酸化防止剤（ペンタエリスリトール
テトラキス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート
］、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製、製品名「イルガノックス１０１０」）を、
得られた溶液に添加して溶解させた。次いで、ゼータープラスフィルター３０Ｈ（キュノ
ーフィルター社製、孔径０．５μｍ～１μｍ）にて順次濾過し、さらに別の金属ファイバ
ー製フィルター（ニチダイ社製、孔径０．４μｍ）にて濾過して、微小な固形分を除去し
た。開環重合体の水素添加物の水素添加率は、９９．９％であった。
　次いで、上記の濾過により得られた溶液を、円筒型濃縮乾燥器（日立製作所社製）を用
いて、温度２７０℃、圧力１ｋＰａ以下で処理することにより、溶液から、溶媒であるシ
クロヘキサン及びその他の揮発成分を除去した。そして、濃縮機に直結したダイから、溶
液に含まれていた固形分を溶融状態でストランド状に押出し、冷却して、開環重合体の水
素添加物のペレットを得た。ペレットを構成する開環重合体の水素添加物の重量平均分子
量（Ｍｗ）は３８，０００、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は２．５、ガラス転移温度Ｔｇは
１２９℃であった。この開環重合体の水素添加物は、固有複屈折値が正の材料である。
【００８１】
　得られたペレットを、溶融押出法でフィルム状に成形して、厚さ４５μｍの、長尺の延
伸前フィルムを得た。この長尺の延伸前フィルムを、その幅方向に対して９０°の角度を
なす長手方向に延伸して、ＮＺ係数が１．０である長尺の、位相差を有する基材層を得た
。この際の延伸条件は、延伸温度１２０℃～１５０℃、延伸倍率１．１倍～２．０倍の範
囲において、Ｒｅが１４０ｎｍ、Ｒｔｈが７０ｎｍとなるように設定した。得られた基材
層は、その長手方向に遅相軸を有していた。
【００８２】
　（１－３．偏光板（光源側及び視認側）の製造）
　（１－１）で得た長尺の偏光子、及び（１－２）で得た長尺の基材層をそれぞれトリミ
ングして、枚葉の偏光子、及び枚葉の基材層を得た。
　枚葉の偏光子に、枚葉の基材層を、粘着剤（日東電工社製、商品名「ＣＳ９６２１」）
を用いて貼合した。貼合に際しては、偏光子の吸収軸と基材層の遅相軸とが平行となるよ
うに、これらを位置決めした。これにより、偏光子、粘着剤の層、及び基材層をこの順に
備える、偏光板（光源側及び視認側）を得た。
【００８３】
　（１－４．液晶表示装置の製造及び目視による評価）
　ＩＰＳパネルを有する市販の液晶表示装置（Ａｐｐｌｅ社製　ｉＰａｄ２）を用意し、
この装置からＩＰＳパネルを取り出した。このＩＰＳパネルは、その光源側及び視認側に
偏光板を有しており、これらの吸収軸は、互いに直交する方向に配置されていた。
　ＩＰＳパネルから光源側及び視認側の偏光板を取り外し、代わりに、上記（１－３）で
製造した２枚の偏光板を、１枚ずつ、光源側偏光板及び視認側偏光板として貼り付けた。
偏光板の貼り付けは、基材層側の面が液晶セルに面する向きに行った。また、偏光板の吸
収軸の方向は、取り外した元の偏光板と同じ向きとした。これにより、図２に概略的に示
す構成を有する、液晶表示装置を得た。得られた液晶表示装置について、目視による評価
を行った。
【００８４】
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　（１－５．シミュレーションによる評価）
　上記（１－３）で製造した偏光板を含み、図１に概略的に示す構成を有する液晶表示装
置をモデル化し、シミュレーションによる彩度Ｃ＊の評価を行った。
【００８５】
　〔実施例２〕
　（２－１．基材層（第一及び第二）の製造）
　テンター延伸機を用い、実施例１の（１－２）で用いたものと同じ長尺の延伸前フィル
ムを、その幅方向に延伸して、ＮＺ係数が１．２である長尺の基材層を得た。この際の延
伸条件は、延伸温度１２０℃～１５０℃、延伸倍率１．３倍～２．２倍の範囲において、
Ｒｅが１４０ｎｍ、Ｒｔｈが９８ｎｍとなるように設定した。得られた基材層は、その幅
方向に遅相軸を有していた。
【００８６】
　（２－２．偏光板及び液晶表示装置の製造及び評価）
　実施例１の（１－２）で得た基材層に代えて、（２－１）で得た基材層を用いた他は、
実施例１の（１－１）及び（１－３）～（１－５）と同様にして、偏光板及び液晶表示装
置の製造及び評価を行った。
【００８７】
　〔実施例３〕
　（３－１．基材層（第一及び第二）の製造）
　実施例１の（１－２）で用いたものと同じ長尺の延伸前フィルムを、その幅方向に対し
て９０°の角度をなす長手方向に延伸して、ＮＺ係数が１．０である長尺の基材層を得た
。この際の延伸条件は、延伸温度１２０℃～１５０℃、延伸倍率１．５倍～２．４倍の範
囲において、Ｒｅが２８０ｎｍ、Ｒｔｈが１４０ｎｍとなるように設定した。得られた基
材層は、その長手方向に遅相軸を有していた。
【００８８】
　（３－２．偏光板及び液晶表示装置の製造及び評価）
　実施例１の（１－２）で得た基材層に代えて、（３－１）で得た基材層を用いた他は、
実施例１の（１－１）及び（１－３）～（１－５）と同様にして、偏光板及び液晶表示装
置の製造及び評価を行った。
【００８９】
　〔実施例４〕
　（４－１．基材層（第一及び第二）の製造）
　テンター延伸機を用い、実施例１の（１－２）で用いたものと同じ長尺の延伸前フィル
ムを、その幅方向に延伸して、ＮＺ係数が１．２である長尺の基材層を得た。この際の延
伸条件は、延伸温度１２０℃～１５０℃、延伸倍率３．６倍～４．５倍の範囲において、
Ｒｅが２８０ｎｍ、Ｒｔｈが１９６ｎｍとなるように設定した。得られた基材層は、その
幅方向に遅相軸を有していた。
【００９０】
　（４－２．偏光板及び液晶表示装置の製造及び評価）
　実施例１の（１－２）で得た基材層に代えて、（４－１）で得た基材層を用いた他は、
実施例１の（１－１）及び（１－３）～（１－５）と同様にして、偏光板及び液晶表示装
置の製造及び評価を行った。
【００９１】
　〔実施例５〕
　（５－１．基材層（ゼロ位相差フィルム、第二）の製造）
　第二の基材層として、熱可塑性樹脂の長尺状のフィルム（日本ゼオン株式会社製、ノル
ボルネン系重合体のフィルム、厚さ１３μｍ、Ｔｇ１３８℃）を用意した。このフィルム
の位相差を測定したところ、Ｒｅは０．８ｎｍ、Ｒｔｈは３．７ｎｍであり、ゼロ位相差
フィルムとして用いうることを確認した。
【００９２】
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　（５－２．視認側偏光板（第二の偏光子及び第二の基材層を含む）の製造）
　実施例１の（１－２）で得た長尺の基材層に代えて、（５－１）で用意した基材層を用
い、貼合に際して、偏光子の吸収軸と基材層の遅相軸との位置決めを特に行わなかった他
は、実施例１の（１－３）と同様にして、偏光子、粘着剤の層、及び基材層をこの順に備
える、視認側偏光板（第二の偏光子及び第二の基材層を含む）を得た。
【００９３】
　（５－３．偏光板及び液晶表示装置の製造及び評価）
　視認側偏光板として、実施例１の（１－３）で得た偏光板に代えて、（５－２）で得た
視認側偏光板を用いた他は、実施例１と同様にして、偏光板及び液晶表示装置の製造及び
評価を行った。得られた液晶表示装置は、図３に概略的に示す構成を有する装置であった
。
【００９４】
　〔実施例６〕
　（６－１．光源側偏光板（第一の偏光子及び第一の基材層を含む）の製造）
　実施例１の（１－２）で得た基材に代えて、実施例２の（２－１）で得た基材を用いた
他は、実施例１の（１－３）と同様にして、光源側偏光板（第一の偏光子及び第一の基材
層を含む）を得た。
【００９５】
　（６－２．液晶表示装置の製造及び評価）
　視認側偏光板として、実施例１の（１－３）で得た偏光板に代えて、実施例５の（５－
２）で得た視認側偏光板を用い、光源側偏光板として、実施例１の（１－３）で得た偏光
板に代えて、（６－１）で得た光源側偏光板を用いた他は、実施例１の（１－４）～（１
－５）と同様にして、液晶表示装置の製造及び評価を行った。得られた液晶表示装置は、
図３に概略的に示す構成を有する装置であった。
【００９６】
　〔実施例７〕
　（７－１．偏光板（光源側及び視認側）の製造）
　長尺の環状オレフィン樹脂フィルム（日本ゼオン株式会社製、ノルボルネン系重合体の
フィルム、ガラス転移温度１００℃、厚さ４３．２μｍ）を、延伸前フィルムとして用意
した。この長尺の延伸前フィルムに、接着剤（商品名「ゴーセノールＺ２００」５％水溶
液、日本合成化学社製）を塗布して接着剤の層を形成し、さらにその上に、ポリビニルア
ルコール樹脂製のフィルムを貼合し、長尺の延伸前積層体を得た。
【００９７】
　この延伸前積層体を、その幅方向に対して９０°の角度をなす長手方向に延伸して、長
尺の延伸積層体を得た。この際の延伸条件は、延伸温度１３０℃、延伸倍率６倍に設定し
た。かかる延伸により、延伸前積層体を構成していた延伸前フィルムには位相差が付与さ
れた基材層となった。
【００９８】
　次に当該延伸積層体のポリビニルアルコール樹脂の層をヨウ素で染色し、偏光子を形成
した。これにより、偏光子、接着剤の層、及び基材層をこの順に備える、偏光板（光源側
及び視認側）を得た。
【００９９】
　この偏光板は、その長手方向に吸収軸を有し、幅方向に透過軸を有していた。また、偏
光板の一部から基材層を剥離して、基材層の位相差および膜厚を測定したところ、Ｒｅは
４７ｎｍ、Ｒｔｈは２３ｎｍであり、膜厚は１７．６μｍであった。得られた基材層は、
その長手方向に遅相軸を有していた。
【０１００】
　（７－２．液晶表示装置の製造及び評価）
　光源側及び視認側の偏光板として、実施例１の（１－３）で得た偏光板に代えて、（７
－１）で得た偏光板を用いた他は、実施例１の（１－４）～（１－５）と同様にして、液
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を有する装置であった。
【０１０１】
　〔実施例８〕
　（８－１．偏光板（光源側及び視認側）の製造）
　延伸前フィルムを、別の長尺の環状オレフィン樹脂フィルム（日本ゼオン株式会社製、
ノルボルネン系重合体のフィルム、ガラス転移温度１０２℃、厚さ９１．４μｍ）に変更
した他は、実施例７の（７－１）と同様にして、偏光板（光源側及び視認側）を得た。
【０１０２】
　この偏光板は、その長手方向に吸収軸を有し、幅方向に透過軸を有していた。また、偏
光板の一部から基材層を剥離して、基材層の位相差および膜厚を測定したところ、Ｒｅは
１２７ｎｍ、Ｒｔｈは６３ｎｍであり、膜厚は３７．３μｍであった。得られた基材層は
、その長手方向に遅相軸を有していた。
【０１０３】
　（８－２．液晶表示装置の製造及び評価）
　光源側及び視認側の偏光板として、実施例１の（１－３）で得た偏光板に代えて、（８
－１）で得た偏光板を用いた他は、実施例１の（１－４）～（１－５）と同様にして、液
晶表示装置の製造及び評価を行った。得られた液晶表示装置は、図１に概略的に示す構成
を有する装置であった。
【０１０４】
　〔比較例１〕
　実施例１の（１－２）で得た基材層（第一及び第二）に代えて、市販のＴＡＣフィルム
（Ｒｅ０．５ｎｍ、Ｒｔｈ４０ｎｍ）を用いた他は、実施例１の（１－１）及び（１－３
）～（１－５）と同様にして、液晶表示装置の製造及び評価を行った。
【０１０５】
　〔参考例〕
　第一及び第二の基材層に代えて、Ｒｅ０．８ｎｍ、Ｒｔｈ３．７ｎｍ、厚み１３μｍの
ゼロ位相差フィルムを用いた他は、実施例１の（１－５）と同様に構成したモデル化した
液晶表示装置について、シミュレーションによる彩度Ｃ＊の評価を行った。その結果、彩
度Ｃ＊は１．０であった。
【０１０６】
　実施例及び比較例の結果を、表１に示す。
【０１０７】
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【表１】

【０１０８】
　表１中「光軸角度」は、黒表示における液晶セル中の液晶性物質の配向方向と、偏光板
中の基材層の光軸の面内方向（本実施例においては、具体的には遅相軸方向）とがなす角
度（単位：°）である。
【０１０９】
　以上の結果から明らかな通り、本発明の液晶表示装置は、表示面を斜め方向から見た場
合の黒表示の色づきが、第一及び第二の基材層としてゼロ位相差フィルムを用いた参考例
に比べても遜色無い、低い水準に抑制されていることが分かる。このことから、本発明の
液晶表示装置は、装置の表示品質が良好でありながら、安価で効率的な製造が可能である
ことが分かる。
【符号の説明】
【０１１０】
　１０：液晶表示装置
　１１１：第一の偏光子
　１１２：第二の偏光子
　１２１：第一の基材層
　１２２：第二の基材層
　１３０：液晶セル
　１３１：光源側の基板
　１３２：視認側の基板
　１３３：液晶性物質
　２２２：第二の基材層
　３２２：第二の基材層
　Ａ１１１：第一の偏光子の吸収軸
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　Ａ１１２：第二の偏光子の吸収軸
　Ａ１２１：第一の基材層の光軸の面内方向
　Ａ１２２：第二の基材層の光軸の面内方向
　Ａ１３０：液晶性物質の配向軸

【図１】 【図２】
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【図３】
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